モノづくり企業省エネ設備改修モデル補助金交付要綱

（通則）

第１条　モノづくり企業省エネ設備改修モデル補助金（以下「補助金」という。）の交付については、石川県補助金交付規則（昭和３４年石川県規則第２９号）の規定によるほか、この要綱で定めるところによる。

（補助金交付の目的）

第２条　この補助金は、モノづくり企業が手近で簡単な省エネルギーの効果の検証として行うモデル的な取り組みを支援することにより、モデル的な事例の収集や県内モノづくり産業の更なる競争力強化を図ることを目的とする。

（定義）

第３条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　モノづくり企業　製造業である中小企業者をいう。
(2)　製造業　統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類中分類において製造業に分類される産業をいう。
(3)  中小企業者　以下のいずれかに該当する者をいう。ただし、みなし大企業を除く。
　 ア　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項の規定により国の施策の対象とされる中小企業者

　 イ　中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項に掲げる中小企業団体

　 ウ　上記ア及びイに掲げるもののほか、知事が特に認めるもの

(4)  みなし大企業　以下のいずれかに該当する企業をいう。

   ア　発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を中小企業基本法第２条第１項の規定により国の施策の対象とされる中小企業者以外の会社（以下「大企業」という。）が単独で所有している中小企業者
イ　発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を、複数の大企業が所有している中小企業者

ウ　大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占
めている中小企業者
(5)　省エネ診断　財団法人石川県産業創出支援機構（以下「ＩＳＩＣＯ」という。）を通して実施するものであって、エネルギー管理士の資格を有する者又は省エネルギー診断実績のある会社等の参画を得て、省エネルギーによるコスト削減効果を数値で明示した報告書が作成されるものをいう。
（補助対象者）

第４条　補助対象者は、申請時点において１年以上県内に事業所を有するモノづくり企業で、省エネ診断を受けた企業とする。

（補助金の内容）

第５条　補助対象事業、補助対象経費、補助率、補助限度額及び補助対象期間は、別表のとおりとする。

（補助金の交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者は、別紙様式第１号による補助金交付申請書を、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

（補助金の交付決定）

第７条　知事は、前条の規定により申請があったときは、その内容を審査のうえ適当と認められるものについて、補助金の交付決定を行い、その決定の内容及びこれに条件を付した場合はその条件を、別紙様式第２号による補助金交付決定通知書を申請者に交付し、通知するものとする。

２　申請書の内容の審査にあたっては、知事が別に定める審査会に意見を求めるものとする。

（補助金交付申請の取下げ）

第８条　前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通知を受けた日から１０日以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。

（補助事業の変更）
第９条　補助事業者は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）に係る経費又は内容を変更しようとするときは、あらかじめ別紙様式第３号による承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。
(1)　補助事業に要する経費の２０％以内の変更をする場合

(2)　事業の目的及び効果に影響を及ぼさない規格又は仕様の変更
（補助事業の中止又は廃止の承認）

第１０条　補助事業者は、補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ別紙様式第４号による承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。
（補助事業の遂行）

第１１条　補助事業者は、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管理者の注意をもって、予定の期間内に完了するよう補助事業を行わなければならず、また補助金を他の用途へ使用してはならない。
（補助事業遂行状況報告）

第１２条　補助事業者は、補助事業の遂行の状況について、知事の要求があったときは、速やかに別紙様式第５号による遂行状況報告書を知事に提出しなければならない。
（事前着手）

第１３条　補助事業者は、補助金の交付決定前に事業に着手する必要があるときは、別紙様式第６号による事前着手届を、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

（補助事業実績報告）

第１４条　補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）又は補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、速やかに別紙様式第７号による補助事業実績報告書を知事に提出しなければならない。

（補助金の額の確定等）

第１５条　知事は、前条の報告を受けたときは、報告書等の書類の審査及び必要な検査を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定の内容（第９条の規定による承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。

２　知事は、前項の規定により補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、補助事業者に対しその超える部分の補助金の返還を命ずるものとする。

（補助金の支払）

第１６条　補助事業者は、補助金の概算払又は精算払を受けようとするときは、別紙様式第８号による請求書を知事に提出しなければならない。

（補助金の経理）

第１７条　補助事業者は、補助事業に係る経理についてその収支の事実を明確にした帳簿及び証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。

（交付決定の取消し等）

第１８条　知事は、次の各号に該当する場合には、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　(1)　補助事業者が、法令、本要綱又はこれらに基づく知事の処分若しくは指示に違反した場合
　(2)　補助事業者が、補助事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合

　(3)　補助金の交付決定後生じた事業の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合

２　知事は、前項の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。
（財産の管理）

第１９条　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産」という。）については、補助事業の完了後においても、別紙様式第９号による取得財産管理台帳を備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的な運用を図らなければならない。
（財産の処分の制限）

第２０条　補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数以前に、取得財産を処分しようとするときは、あらかじめ別紙様式第１０号による承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、対象となる取得財産は、取得価格又は効用の増加額が５０万円以上の機械、器具、備品及びその他の財産とする。
２　知事は、前項の規定による承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があり、又はあると見込まれるときは、その収入の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることができるものとする。

（成果の公表）

第２１条　知事は、補助事業の内容や成果について公表し、又は補助事業者に発表させることができるものとする。

附　則

　この要綱は、平成２４年５月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２４年１２月１日から施行する。

別表（第５条関係）

	補助対象事業
	モノづくり企業が、事業所において省エネ診断の報告書に基づき実施する省エネルギー機器の導入や改修事業

	補助対象経費
	事業費
	機械等購入費

事業の遂行に必要な機器・設備、その他備品の購入等に要する経費

	
	
	外注費
事業の遂行に必要な事項を県内に事業所を有する他の事業者に請負わせる経費

	
	その他の経費
	上記の経費のほか、事業を遂行するために必要な経費で、知事が特に必要と認める経費

	補助率
	対象経費の２分の１以内

	補助限度額
	５０万円以内

	補助対象期間
	交付決定の日から平成２５年３月３１日まで


モノづくり企業省エネ設備改修モデル補助金取扱要領
（審査会の設置）
　交付要綱第７条第２項の「知事が別に定める審査会」とは、「モノづくり企業省エネ設備改修モデル補助金審査会」（以下「審査会」という。）とし、審査会について必要な事項は別に定める。
附則　
　この要領は、平成２４年５月１日から施行する。
